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大都市に所在する企業を中心に、新型コロナウイルスの感染拡大防止策としてテレワークを導入し、そ
の後、ワークプレイスの選択肢拡大や働き方改革などの副次的効果も後押しする形で普及が進みました。
現在は導入が一巡し、テレワークが定着化する段階にあるとみられます。

こうしたなかで、テレワーク実施率の高まりが3大都市圏の中心都府県などの居住者から隣接県居住者
に移行しているとする調査結果と、テレワークの実施者（テレワーカー）は、住居と仕事場の広さや居住環
境などを求めて非テレワーカーよりも転居意向が強いとする調査結果が総務省と国土交通省から公表さ
れています。通勤に時間がかかる隣接県でテレワーカーが増えたことや、都市部に住むテレワーカーが執
務環境と居住環境の両立を求めて隣接県などに転居したことなどが理由として考えられます。これらをふ
まえて、コロナ禍前まではニッチだったテレワーカーという属性が、大都市圏郊外や外縁部での住宅供給と、
リフォームによる賃貸住宅の商品性見直しの新ターゲットとして浮上する可能性があります。
●2022年は大都市圏の平均でテレワーク

実施率の上昇が頭打ちに
大都市に所在する企業を中心にテレワークの導入が

進み、テレワークを行った人の割合（テレワーク実施率）が
2020年に急上昇しました［図表1］。2021年から2022年
の実施率は概ね横ばいで一部は低下。新規導入が一
巡し、以前の急増から定着や出社回帰に傾向が変化して
きたとみられます。

●大都市を擁する大阪府と東京都などの
都府県で2022年の実施率が大きく低下
実施率の上位は東京都と神奈川県、千葉県などで、3

大都市圏に属する都府県と地方主要都市を擁する県が

［図表1］テレワーク実施率は全国平均18.2％で横ばい

［図表2］東京圏などで大都市を擁する都府県が実施率の上位に並ぶ

［図表3］2022年に、大阪府と東京都を含む14都府県でテレワーク実施率が低下

占めます［図表2］。特に大都市で3密状態を回避する
必要性が高かったことや、オフィスワーカーの割合が大き
いことなどが理由と考えられます。

2022年になって、上昇してきた実施率が一部の都府
県で低下に転じました。大阪府をはじめ実施率が3％ポ
イント（以下、％ptと表記。）以上低下した都府県があり、
愛知県や神奈川県など三大都市圏内でも僅かに低下し
ました［図表3］。コロナ禍の実相が分かり始め、出社回
帰の傾向が現われてきたことが大都市居住者の実施率
低下に反映されたと思われますが、次項で述べる、テレ
ワーク実施率の高い地域が大都市から郊外や外縁部に
移っていることも理由の一つとみられます。

●実施率が大きく低下した都府県の隣接県
で、実施率が上昇傾向
3大都市圏内などの14都府県ではテレワーク実施率

が低下しましたが、32の道府県は2022年の実施率が前
年よりも上昇しました。1％pt以上上昇したのは24県で、
上位は千葉県6.9％pt、広島県6.4％ptなど大幅な上昇
でした［図表4］。上昇幅の上位5県中4県が大阪府や
東京都など3％pt以上低下した都府県に隣接した県で、
他にも5県がこれらの隣接県でした。大幅上昇した県で
は、実施率が2021年にいったん落ち着いた後、2022年
に再び上昇しています［図表5］。

図表1～3のデータ出所：総務省「通信利用動向調査（世帯編）」各年版

郊外化・外縁化するテレワーカー
～大阪府や東京都などでテレワークの実施率が低下。一方、その隣接県では実施率が上昇～

（注） 図表2～6は、テレワーカーのうち自宅でテレワーク（在宅テレワーク）を
行った人が対象。サテライトオフィスや外出先で行うモバイルワーク、旅
行先で行うワーケーション形態のテレワークは含まない。

圏域区分： 東京圏（東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県）、
名古屋圏（愛知県、岐阜県、三重県、静岡県）、
大阪圏 （大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県）
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●隣接県の居住者でテレワーク進展か、 
大都市などからの転入によるものか
テレワーク実施率が低下した都府県の隣接県で上昇

した理由について、調査サンプルの変動による差違の可
能性を除くと、大きくは以下の2つが考えられます。

①テレワークから出社に戻る人は増えてきたが、テレ
ワーク制度が定着化し利用が容易になったので、通勤時
間が長い隣接県に居住している人などでテレワークする
人が増えた［図表6］。

②従前から都市部等に住んでテレワークを行っていた
人のうち、居住環境とテレワーク環境の両立を求めるな
どの動機で隣接県への転居やUターン、Iターンなどを
行った人がいた。

総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」による
とテレワーク実施率が数％pt変動するほど転出入人口
は多くないので、②の県をまたぐ転居よりも①の割合が大
きいと考えられます。

［図表4］�3％ pt以上低下した都府県に隣接する県で、
2022年の実施率が大きく上昇

［図表7］テレワーカーは非テレワーカーよりも転居意向強い

［図表8］住宅の広さとストレスの少ない住環境にニーズ［図表5］実施率の上昇が落ち着いた後に再上昇

［図表6］通勤時間が長い都道府県ではテレワーク実施率が高い

●テレワーカーで高い転居意向
テレワーカーは非テレワーカーと比べて転居意向が強

い傾向があるとされます［図表7］。前項で述べた、テレ
ワーカーの郊外化・外縁化の動向をふまえて考えると、
大都市圏郊外や外縁部での住宅供給と、同じくリフォー
ムによる賃貸住宅の商品性見直しについて、テレワー
カーのニーズ［図表8］に対応することで、以下に列記す
るマーケティングの切り口拡大を図ることが考えられます。

①郊外や大都市外縁立地での住宅事業で立地環境
とテレワーク対応を訴求しテレワーカーを獲得

②既存住宅のリノベーション後販売や賃貸住宅のリ
フォームの際に、テレワーカー属性を新たなターゲットに

③地方やリゾート地域で、テレワークやワーケーション
に対応した住宅の供給

（以上、都市未来総合研究所　平山 重雄）

図表4、5のデータ出所：総務省「通信利用動向調査（世帯編）」各年版

データ出所：�国土交通省「住宅・土地統計調査」2018年、 
総務省「通信利用動向調査（世帯編）」2022年

図表7、8のデータ出所：�国土交通省「テレワーク人口実態調査」 
2021年度および2022年度

※１：（自営業でない）雇用型就業者(35,990名)へ「今後の転居の意向」につい
て質問し、「既に転居済」、「転居の希望はない」以外の回答(「転居に向け
て具体的に検討中」「転居の実現可能性を含めて情報収集を始めたとこ
ろ」「転居の希望は漠然とあるが、特に何もしていない」「転居の希望はあ
るが、都合により転居できない」と回答した4,917名が対象

※２：「間取りが多く、部屋が広い住居へ転居して、テレワークの実施環境を改
善させるため」または「郊外や地方へ転居して、広い住宅で暮らすため

（テレワーク環境以外を目的として）」
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は図表3で3%pt以上低下した4都府県に隣接する県

前年同月比増減 2022年8月末の実施率
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経済トレンド・ウォッチ

■ 景気の動向 （全国）

図1  景気動向指数

� データ出所：内閣府「景気動向指数」

図2  景気ウォッチャーの景気判断指数

�

� データ出所：内閣府「景気ウォッチャー調査」

図3  企業の業況判断指数

注：「大企業」は資本金10億円以上、「中堅企業」は資本金1億円以上10億円未満、「中小企業」は資本金2千万円以上1億円未満
（　）内の数値は直近調査の3ヶ月後に関する予測値

� データ出所：日本銀行「全国企業短期経済観測調査（短観）」
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【データ概要】
図1� 景

（CI：コンポジット・インデックス）
気動向指数のCI指数� ：CI指数は、景気の拡大・後退の大きさやテンポを示す。

景気先行指数は、景気一致指数より数ヶ月先行して動き、景気を予知するための指数。
景気一致指数は、実際の景気動向とほぼ一致して動き、景気の現状を示す指数。
景気遅行指数は、景気一致指数より数ヶ月遅れて動き、景気の変化を確認する指数。

図2� 景気ウォッチャーの景気判断指数� ：景気の動きに敏感な職業の人を景気ウォッチャーに選び、街中の景気の現状や先行き
（ 2 , 3ヶ月先）について、景気ウォッチャーの判断による景気の方向性を示す指数。
（DI指数：50�=�変わらない・横ばい、50より高い=�良くなる、50より低い=悪くなる）

図3� 企業の業況判断指数� ：業況が｢良い｣と答えた企業の割合から、｢悪い｣と答えた企業の割合を引いた値を
業況判断指数とするもの。｢良い｣と｢悪い｣の回答割合が同じ場合は｢0｣となる。
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■ 物価・雇用・金利等の動向 （全国）

図4  物価指数

� �
�
� データ出所：総務省「消費者物価指数」、日本銀行「企業物価指数」

図5  雇用情勢

注：図の値は季節調整値。完全失業率の2011年3月から8月は、岩手県、宮城県、福島県を除く全国の結果� �
�
� データ出所：総務省統計局「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」

図6  主要金利

�
�
� データ出所：日本相互証券、住宅金融支援機構及びみずほ銀行ホームページ公表資料
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【データ概要】
図4	 消費者物価指数	 ：全国の家計に係る財及びサービスの価格等を総合した物価を時系列的に測定する指数。
	 国内企業物価指数	 ：企業間で取引される国内向け国内生産品の価格水準を示す指数。
図5	 完全失業率	 ：労働力人口（15歳以上で働く意志をもつ人）に占める完全失業者の割合。完全失業者は一定�

期間中に収入を伴う仕事に従事しなかった人で、実際に求職活動を行った人。
	 有効求人倍率	 ：公共職業安定所で扱う求職者１人に対する求人数。
図6	 長期固定金利型住宅ローン	 ：民間金融機関と住宅金融支援機構の提携商品｢フラット35｣の借入金利の最高。
		　  （保証型は含まない。2010年4月以降は融資率が9割以下の場合。2017年10月以降は融資

率が9割以下、新機構団信付きの場合）
	 短期プライムレート	 ：民間金融機関が信用力の高い企業に資金を１年未満貸付ける際の基準となる貸出金利。
	 長期プライムレート	 ：民間金融機関が信用力の高い企業に資金を１年以上貸付ける際の基準となる貸出金利。
	 長期国債新発債流通利回り	 ：金融機関や機関投資家などの間で取引される長期国債新発債の利回り。

注記：図1から図6はいずれも原稿作成時点で入手できたデータに基づき作成
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不動産市場トレンド・ウォッチ

図1� 用
（公示地価あるいは基準地価を使用）
途別平均地価� ：�「地価公示」の公示地価は、一般の土地の取引価格に対して指標を与え公共事業用地の取得価格の

算定の基準となる等により、適正な地価の形成に寄与することを目的として、国土交通省の土地鑑
定委員会が毎年1回、標準的な土地についての正常な価値を示すもの。

� �  �「都道府県地価調査」の基準地価は、国土利用計画法施行令に基づき、都道府県知事が毎年7月1日
における調査地点の正常価格を不動産鑑定士の鑑定評価を求めた上で判定するもの。

■ 東京圏

図1  用途別平均地価（前年比）

�

� データ出所：国土交通省「地価公示」

図2  総人口の推移

注：各年4月1日現在の値（2021年の人口推計値は、令和2年国勢調査結果に基づく修正後）�
� データ出所：各都市の「推計人口」及び総務省公表資料

図3  J-REIT保有賃貸マンションのNOI評価額利回り［運用時NOI利回り］

注：各投資法人の2022年12月末までの決算資料による。��

� データ出所：都市未来総合研究所｢ReiTREDA（リートレーダー）｣
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【データ概要】

図2� 総人口� ：�各都市の行政区域に常住する人口総数の推計値。�
国勢調査人口を基準とし、これに毎月の住民基本台帳等の増減数を加えて推計したもの。

図3� NOI評価額利回り� ：�NOI評価額利回りは､J-REIT（上場不動産投資信託）の全投資法人が保有する住居専用型賃貸
マンションの期末鑑定評価額に対する直近1年間の純収益（NOI）の割合を示す。�
図は地域別に物件毎（賃料保証・固定賃料物件を除く）のNOI評価額利回りを単純平均したもの。
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【データ概要】

■ 主要大都市（札幌・仙台・名古屋・京都・大阪・神戸・福岡）

図4    用途別平均地価（前年比）

� �
�
� データ出所：国土交通省「地価公示」

図5  総人口の推移

注：各年4月1日現在の値（2021年の人口推計値は、令和2年国勢調査結果に基づく修正後）� �
� データ出所：各都市の「推計人口」及び総務省公表資料

図6  J-REIT保有賃貸マンションのNOI評価額利回り［運用時NOI利回り］

注：各投資法人の2022年12月末までの決算資料による。 � �
�
� データ出所：都市未来総合研究所｢ReiTREDA（リートレーダー）｣
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注記：図1から図6はいずれも原稿作成時点で入手できたデータに基づき作成

図4	 用
（公示地価あるいは基準地価を使用）
途別平均地価	 ：�「地価公示」の公示地価は、一般の土地の取引価格に対して指標を与え公共事業用地の取得価格の

算定の基準となる等により、適正な地価の形成に寄与することを目的として、国土交通省の土地鑑
定委員会が毎年1回、標準的な土地についての正常な価値を示すもの。

		　  �「都道府県地価調査」の基準地価は、国土利用計画法施行令に基づき、都道府県知事が毎年7月1日
における調査地点の正常価格を不動産鑑定士の鑑定評価を求めた上で判定するもの。

図5	 総人口	 ：�各都市の行政区域に常住する人口総数の推計値。	 �
国勢調査人口を基準とし、これに毎月の住民基本台帳等の増減数を加えて推計したもの。

図6	 NOI評価額利回り	 ：�NOI評価額利回りは､J-REIT（上場不動産投資信託）の全投資法人が保有する住居専用型賃貸�
マンションの期末鑑定評価額に対する直近1年間の純収益（NOI）の割合を示す。� �
図は地域別に物件毎（賃料保証・固定賃料物件を除く）のNOI評価額利回りを単純平均したもの。
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 住環境に関するテレワーカーのニーズ 

〈お 問 合 せ 先〉
宅地建物取引業：届出第２号 
所属団体：�一般社団法人不動産協会、一般社団法人不動産流通経営協会 

公益社団法人首都圏不動産公正取引協議会 

みずほ信託銀行株式会社

　

転居希望先の地域特性
国土交通省の調査で、居住地制限がなく常時テレワーク可能であれば転居を考えると回答した人のうち

74.9％が、交通利便性の高さを前提として、大都市とその周辺または地方都市への転居を希望しており、両地
域の割合は拮抗しています［図表1］。すなわち、テレワーカーに住宅を供給する場合、大都市も地方都市も同
程度のボリュームの潜在需要があるとみられます。
テレワーク環境についてのニーズ

自宅のテレワーク環境について今後希望し重視する条件［図表2縦棒］は、通信環境に関する事柄（ストレス
がないことやVPN等のセキュリティ確保）が最も上位で、次いで机や椅子、窓などの家具・設備面が重視され
ています。

一方で、今後希望し重視する割合から現在既に
具備しているとする割合を差し引いた『新規要望』

［図表2折線］は、「執務部屋の遮音性」や「自分専
用の個室」「仕事専用のスペース」「ゆとりのある
執務スペース」など執務環境に関する項目が顕著
です。『新規要望』の値が大きい項目を充実させる
ことで、テレワーカーをターゲットとして賃貸住宅や
分譲住宅を供給する際の、マーケティング上の訴
求点とすることが考えられます。

［図表1］�交通利便性が高ければ大都市も地方都市
も転居先候補となり得る

［図表2］�良好な通信環境は必須。遮音性とゆとりのある
執務スペースが住環境での有力な訴求点

データ出所：�国土交通省「テレワーク人口実態調査」2021年度 
から都市未来総合研究所が作成データ出所：国土交通省「テレワーク人口実態調査」2022年度

（注）折線の「新規要望」とは、今後の希望として「きわめて重要、
重要」とする割合から、現状の環境として「あてはまる」とする割合
を差し引いた値。数値が大きい項目ほど、転居先選定の際の新
規・追加的ニーズが大きい項目、すなわちマーケティング上の訴求
点となると考えられる。

「その他」とする回答は図示していない。

34.5%

40.4%

13.7%

11.4%

転居希望先の地域特性（n=2,849）

公共交通の利便性が高く、買物や交流に心配のない大都市およびその周辺
公共交通の利便性が高い地方都市の中心市街地
公共交通の利便性が高くないが、自動車での移動がしやすい地方都市の住宅地
山や海が近く自然豊かな田舎
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① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪

自宅テレワーク環境の現状と今後の希望

今後重視 新規要望（今後重視－現状具備）

（今後重視：％） （新規要望：％）（n=7,800）

①ストレスのない通信環境にある
②VPN等のセキュリティが確保された通信がある
③仕事用の机・椅子がある
④採光・換気用の窓がある
⑤仕事用の自分専用の個室を利用
⑥執務部屋の遮音性がある
⑦ゆとりのある執務スペースを利用
⑧複数・大型ディスプレイの設置や、資料・図面等を広げられる大きな机がある
⑨プリンタ・コピー機がある
⑩資料や、ちょっとした小物をおける棚がある
⑪部屋の中に仕事専用のスペース(空きスペース、間仕切り等)を利用


